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米中間の通商摩擦に係るこれまでの経過 

④中国は、米国企業のコンピューターネットワーク
への不正侵入を通じた窃盗を実施・援助している。
このような不正アクセスによって得られた、知的
財産、営業秘密、技術データや交渉ポジションな
どを含む企業の機密情報は、中国が目指してい
る、科学技術の進歩や軍事力の近代化、経済発
展といった戦略的目標の達成に寄与している。 

③中国は、米国企業に対する組織的投資・買収を
指示・促進し、中国企業に最先端技術と知的財
産を取得させている。また、中国政府の産業計画
上重要と考えられる産業において、積極的に技
術移転の促進を図っている。 

①中国は、米国企業から中国企業への技術移転
を促進するために、合弁事業要件、持株比率制
限、その他の投資制限を含む外資を対象とする
所有制限策を講じている。また、技術移転を要
求するために、行政審査などを利用しており、こ
れによって、米国企業の投資と技術の価値、ひ
いては米国企業のグローバル競争力が損なわ
れている。 

○2018年3月22日、ＵＳＴＲは通商法301条に基づいて実施していた中国との通商上の課題
に関する調査結果を公表。 

②中国は、米国企業の投資活動や事業活動に対
し、技術ライセンスに関する制限を含む実質的な
制限を課している。これらの制限により、米国の
技術所有者は、技術移転に際して市場ベースの
条件で交渉する能力を奪われている。 



  

○同調査結果を踏まえて、トランプ大統領は、①ＵＳＴ
Ｒに対し、3月22日の発表から15日以内に、関税引き
上げの対象となる製品リスト案を発表すること、②Ｕ
ＳＴＲに対し、中国の差別的な技術ライセンス慣行に
対処するために、ＷＴＯ協定に基づく紛争解決手続
を始め、60日以内に進捗報告をすること、③財務長
官に対し、米国にとって重要な産業・技術に対する中
国による投資に関する問題に対処し、60日以内に進
捗報告をすること、を指示。 

○これを受けて、ＵＳＴＲは翌23日、ＷＴＯ紛争解決手
続を開始し、第一段階として中国との二国間協議を
要請。また、4月3日に、ハイテク分野など500億ドル
に相当する約1,300品目の中国からの輸入品に25%
の追加関税を課す制裁案を公表。これに対して中国
政府は、翌日に米国から輸入する大豆や自動車など
106品目に25%の追加関税を課す対抗措置を取る用
意があると応酬。この「中国の不当な報復」を踏まえ
て、トランプ大統領は更に2,000億ドル相当の対中輸
入を対象とする追加関税の実施を検討するよう、ＵＳ
ＴＲに指示。 

≪第１弾≫米国政府は、7月6日、500億ドルの追
加関税措置のうちパブリックコメント等の手続を
完了した340億ドルの追加関税の賦課を実施。
中国政府も即時に340億ドル相当の追加関税
の賦課を実施。 

≪第２弾≫米国政府は、8月23日、既に実施した
追加関税措置の残りの160億ドル分についてパ
ブリックコメント等の手続を完了し、実際の賦課を
実施。中国政府も即時に160億ドル相当の賦課を
実施。 

≪第３弾≫米国政府は、9月24日、2,000億ドル相
当の中国製品への10％の追加関税措置を実施。
中国政府も即時に600億ドル相当の米国製品へ
の5～10％の追加関税措置を実施。 
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輸出額上位品目

輸出額（10億円） 増減率(%)

半導体等電子部品 1046.0 13.3

科学光学機器 913.0 25.4

プラスチック 821.0 18.4

自動車部品 811.0 21.1

半導体等製造装置 735.0 47.9

小計 4327.0

輸入額上位品目

輸入額（10億円） 増減率(%)

通信機 2318.0 7.4

衣類・付属品 1940.0 1.7

電算機・周辺機器 1480.0 13.4

音響映像機器・部品 676.0 13.1

金属製品 604.0 4.5

小計 7019.0

日中間の輸出・輸入構造 



〇世界貿易            （前年比％） 

  2015 2016 2017 2018 2019 2000-09 2010-19 

2018年秋 2.8  2.2  5.2  4.2  4.0  5.0  4.8  

2018年春 2.7  2.3  4.9  5.1  4.7  5.0  4.9  

〇GDP       （前年比％） 
  2015 2016 2017 2018 2019 

2018年秋           
米国 2.9  1.6  2.2  2.9  2.5  

中国 6.9  6.7  6.9  6.6  6.2  

日本 1.4  1.0  1.7  1.1  0.9  

2018年春           
米国 2.9  1.5  2.3  2.5  2.7  

中国 6.9  6.7  6.9  6.6  6.4  

日本 1.4  0.9  1.7  1.2  0.9  

〇経常収支         （10億ドル） 
  2015 2016 2017 2018 2019 

2018年秋           
米国 -407.8  -432.9  -449.1  -515.7  -652.1  

中国 304.2  202.2  164.9  97.5  98.4  

日本 136.4  194.9  196.1  183.7  196.2  

2019年春           
米国 -434.6  -451.7  -466.2  -614.7  -727.3  

中国 304.2  202.2  164.9  166.7  179.1  

日本 134.1  188.1  195.4  194.5  199.0  

国際機関（ＩＭＦ）による見通し 

(備考) IMF, World Economic Outlook 2018 Spring, Autumnより抜粋、作成。 



＊堤雅彦氏（一橋大学経済研究所准教授）の許諾を得て、同氏の「米中関税引上げの経済的帰結：シミュレーションモデルを 
  用いた影響試算」（2018）から転載。 

国／地域別・産業別の影響試算 
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米国の貯蓄・投資差額および経常収支の推移（GDP比） 

経常収支 

(備考) 貯蓄・投資差額は、国内粗貯蓄 ｰ 国内粗投資(総固定資本形成)。 
         World Bank Open Databaseより作成。 
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米国の対外投資・負債の推移   

(備考)IMF International Financial 
Statistics より作成。 
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